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（様式５）

平成　　年　　月分 放課後等デイサービス提供実績記録票

4 3 5 0 0 0 0 0 0 0

枚中 枚

保育・教育等移行支援加算 移行日 移行後算定日

合計 10回 回 回 回 回

1 1 0 0 0 030 木 1 15:30 17:00

0 0 0 023 木 1 15:30 17:00 1 1

1 1 0 0 0 016 木 1 15:30 17:00

0 0 0 09 木 1 15:30 17:00 1 1

1 1 0 0 0 02 木 2 9:00 17:00

家庭連携加算 訪問支援特別加算 事業所内

相談支援

加算

医療連携

体制加算往 復 時間数 時間数

日

付

曜

日

サービス提供実績
保護者等

確認印
備考サービス提供の

状況

提供

形態

開始

時間

終了

時間

送迎加算

熊本　太郎

（熊本　花子）

事業所番号

事業者及び

その事業所
放課後等デイサービス○○

契約支給量 放課後等デイサービス　23日/月

0 0 0 0 0
給付決定保護者氏名

(障害児氏名)

受給者証

番　　　号
5 0 0 0 0

【手順１】

お使いの報酬請求ソフトウェアで、学校の臨時休業前に立てていた４月の当

初利用計画等を参考に請求入力する。

※居宅等における支援の予定があっても、入力しない。

※このページを忘れずに印刷・保存してください。
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(様式第二)

枚中 枚目

特定入所障害児
食費等給付費

算定日額 日数 給付費請求額 実費算定額

0自治体助成分請求額 1 0 6

請求額 給付費

4 1決定利用者負担額 4 2

上限額管理後利用者負担額 0

0調整後利用者負担額

上限月額調整(①②の内少ない数) 4 2 4 1

4 1利用者負担額② 4 2

１割相当額 4 2 4 1

1 0総費用額 4 2 4

円/単位 円/単位円/単位単位数単価 1 0 0 0 円/単位

1

日 日

給付単位数 4 2 4

合計
サービス利用日数 5 日

請

求

額

集

計

欄

サービス種類コード 6 3

51 4 72 1 4 7 5

5 4 0

放デイ処遇改善加算Ⅰ 6 3 6 6

5 4 1 0

2

放デイ送迎加算 6 3 6 2 4 0

1 7 43 7 7 4 2

2 4 8 4

放デイ３０・有資格１６ 6 3 1 9

6 2 1 43 1 5 2 3

給

付

費

明

細

欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数 摘要

放デイ２４・有資格１６ 6

日 利用日数 入院日数年 月日 終了年月日 平成年 月

入院日数

開始年月日 平成

月 日 利用日数終了年月日 平成 年1 2 月 1 日

事業所名称

サービス

種別

6 3 開始年月日 平成 1 年

管理結果額管理結果利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号

利用者負担上限月額　① 4 6 0 0

給 付 決 定 保 護 者
熊本　太郎

氏 名

給 付 決 定 に 係 る
熊本　花子

障 害 児 氏 名

0 0 0 0

事業者及び
その事業所
の名称

請
求
事
業
者

指定事業所番号 0 0 0

受 給 者 証 番 号 5 0 0 0 0 0

4 3 5 0

放課後等デイサービス○○

地域区分 その他

0 0 0

助成自治体番号

2平成 年 4 月分

障害児通所給付費・入所給付費等明細書

都道府県等番号

【手順２】

学校の臨時休業がなかった場合の決定利用者負担

額が算出される。

（このページを忘れずに印刷・保存）

令和2年4月当初計画（臨時休業が無かった場合）

※国保連請求用の明細書ではございません

複数事業所利用児童の上限管理、兄弟児の上限
管理には、当初利用予定と実績の明細書のうち
利用者負担額の少ない明細書をお使いください。

学校の臨時休業前に立てていた４月の当初

利用計画等に基づく給付費明細欄
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（様式５）

平成　　年　　月分 放課後等デイサービス提供実績記録票

4 3 5 0 0 0 0 0 0 0

枚中 枚

保育・教育等移行支援加算 移行日 移行後算定日

合計 20回 回 回 回 回

0 0 0 0

居宅等における支援

30 木 2 9:00 17:00 1 1

0 0 0 0 0 024 金 1 13:00 13:30

0 0 0 023 木 2 9:00 17:00 1 1

1 1 0 0 0 019 日 2 9:00 17:00

0 0 0 0 居宅等における支援17 金 1 13:00 13:30 0 0

1 1 0 0 0 016 木 2 9:00 17:00

0 0 0 013 月 2 9:00 17:00 1 1

1 1 0 0 0 012 日 2 9:00 17:00

0 0 0 0 居宅等における支援10 金 1 13:00 13:30 0 0

1 1 0 0 0 09 木 2 9:00 17:00

0 0 0 06 月 2 9:00 17:00 1 1

1 1 0 0 0 05 日 2 9:00 17:00

0 0 0 0 居宅等における支援3 金 1 13:00 13:30 0 0

1 1 0 0 0 02 木 2 9:00 17:00

家庭連携加算 訪問支援特別加算 事業所内

相談支援

加算

医療連携

体制加算往 復 時間数 時間数

日
付

曜
日

サービス提供実績
保護者等
確認印

備考サービス提供の

状況

提供

形態

開始

時間

終了

時間

送迎加算

熊本　太郎
（熊本　花子）

事業所番号

事業者及び

その事業所
放課後等デイサービス○○

契約支給量 放課後等デイサービス　23日/月

0 0 0 0 0
給付決定保護者氏名

(障害児氏名)

受給者証
番　　　号

5 0 0 0 0

【手順３】（補足）

手順１の画面を呼び出して、実際の４月利用実績を入力して上書きする。

※居宅等における支援をした場合には実績を入力する（提供形態は１）

ただし、【当初利用予定】と利用者負担額を比較する際に作成する請求明細書（「放課後等デイ

サービスの4月分請求について」の【B】「居宅等における支援」ありの場合の請求明細書）には、居

宅等における支援をした日は入力しない。

※このページを忘れずに印刷・保存してください。
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 (様式第二)

4 2 4 8 47 6 2 1放デイ24・有資格16 6 3 1 9 3

利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号

事業所名称

利用日数 入院日数

管理結果

実費算定額

日

管理結果額

2

5

日 終了年月日

4 月分

特定入所障害児
食費等給付費

算定日額 日数 給付費請求額

都道府県等番号

助成自治体番号

平成

0 0 0 00 0

0指定事業所番号 4

事業者及び
その事業所
の名称

放課後等デイサービス○○

3

地域区分 その他

0 0 0 0

2 年

0

請
求
事
業
者

0

5 0

給 付 決 定 保 護 者
熊本　太郎

氏 名

受 給 者 証 番 号 5 0 0

給 付 決 定 に 係 る
熊本　花子

障 害 児 氏 名

利用者負担上限月額　① 4 2

平成

4 1

1 年 1 2サービス

種別

6 3 開始年月日

開始年月日 年

月 1 日 平成終了年月日 月

利用日数平成 月 年

年

給

付

費

明

細

欄

サービス内容 サービスコード 単位数

7

放デイ送迎加算 6 0

4 2 01 0 7

回数 サービス単位数 摘要

日 入院日数月平成

放デイ30・有資格16 6 3 1 9 3 7 4

3 6 2 4 04 2 0 80

6 4

1

7 56放デイ処遇改善加算Ⅰ 6 3 2 1 1 54 7

請

求

額

集

計

欄

サービス種類コード 6 3

サービス利用日数 1 4

4 5 9

0 円/単位

日日

単位数単価 1 0 0

給付単位数 1 1

円/単位 円/単位円/単位

総費用額 1 1 4 5 9 0

１割相当額

利用者負担額②

1 41

1

5 9

1 4 5 9

2 4 1上限月額調整(①②の内少ない数) 4

調整後利用者負担額 0

0上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 4 2

請求額 給付費 3

4 1

1 1 0 4 9

自治体助成分請求額 1 0 6 0

枚目枚中

日

障害児通所給付費・入所給付費等明細書

合計

【手順５】
「利用者負担額②」に総費用額の１

割相当額を記載。

【手順８】
独自助成が発生する場合は「決定利用者負担額」

の1/4（小数点切り捨て）の額を記載。

【手順６】

①、②どちらか少ない方を記載。

【手順７】
（総費用額－決定利用者負担額）の

結果を記載。

【手順４】
手順２で算出した「決定利用者負担額」を受給者基

本情報に入力（適用期間は4月分のみ）

令和2年4月利用実績（国保連請求用）

４月の実際の提供に基づく給付費明細欄 複数事業所利用児童の上限管理、兄弟児の上限
管理には、当初利用予定と実績の明細書のうち
利用者負担額の少ない明細書をお使いください。


